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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の背景 

(１)世界の動き 

女性の人権の確立及び地位の向上と平等を求める取組みとして、国連では、昭和５０

（1975）年を「国際婦人年」とし、メキシコシティで開かれた第１回世界女性会議（国

際婦人年世界会議）で「世界行動計画」を採択し各国政府に「国内行動計画」策定を要請、

続く昭和５１（1976）年から昭和６０（1985）年を「国連婦人の１０年」と定め行動

を開始しました。昭和５４（1979）年の第３４回国連総会では「女子差別撤廃条約」、「国

連婦人の１０年」の最終年である昭和６０（1985）年にナイロビで開かれた第３回世界

女性会議では「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」、平成７（1995）年に北京で

開かれた第４回世界女性会議では国際的な男女共同参画の取組みの規範となる「北京宣言

及び行動綱領」が採択されました。 

平成２３（2011）年には、女性と女児の権利の促進のため、ジェンダー平等と女性の

エンパワーメントのための国連機関「ＵＮ Ｗｏｍｅｎ」が発足しました。 

令和元（2019）年には、大阪で開催されたＧ２０サミットの成果文書「Ｇ２０大阪首

脳宣言」において「ジェンダー平等と女性のエンパワーメントは持続可能で包摂的な経済

成長に不可欠である」と明記され、人権の視点からも社会経済発展の視点からも世界共通

の課題として共有されています。 

 

(２)国の動き 

日本では戦後、婦人参政権が実現し、日本国憲法に個人の尊厳（第１３条）と法の下の

平等（第１４条）が明記され、女性の法的な地位が飛躍的に向上しました。 

 国際的な動きに呼応して国内の取組みも展開し、「世界行動計画」に基づく「国内行動計

画」を策定。昭和６０（1985）年には「女子差別撤廃条約」を批准、昭和６２（1987）

年には「西暦 2000 年に向けての新国内行動計画」を策定しました。また、北京での行動

綱領をふまえ「男女共同参画 2000 年プラン～男女共同参画社会の形成の促進に関する

2000 年度までの国内行動計画～」を策定しました。 

 国内法の面でも男女平等の実現に向けて整備が進み、昭和６１（1986）年には「雇用

の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用機会均等法）」

の施行、平成７（1995）年には、育児休業等に関する法律（育児休業法）を改正した「育
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児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育児介護休業法）」

の施行と続き、さらには平成１１（1999）年に「男女共同参画社会基本法」、平成１２

（2000）年に「児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防止法）」、同じく平成１２

（2000）年に「ストーカー行為等の規制等に関する法律（ストーカー規制法）」、平成

１３（2001）年に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（配偶者暴

力防止法/ＤＶ防止法）」が施行されるなど、女性を取巻く情勢は大きく進展しました。 

なかでも大きな意味を持つのが、平成１１（1999）年に制定され、男女共同参画社会

形成のための総合的枠組みを定めた「男女共同参画社会基本法」です。この法律では、男

女共同参画社会の実現を２１世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置づけ、５つの

基本理念を定めました。また、国・地方公共団体・国民の責務を明らかにし、とりわけ国

と地方公共団体には「男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含

む）」を策定し実施する責務があると定めました。国はこの法律に基づき「男女共同参画基

本計画」を策定しました。 

平成３０（2018）年には「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律（候補

者男女均等法/候補者均等法）」の施行、翌年には「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律（女性活躍推進法）」が改正されるなど、男女共同参画社会の実現に向けての法

整備が進められています。 

 

(３)大阪府の動き 

 大阪府では昭和５１（1976）年に労働部労働福祉課に女性問題の担当窓口が設置され

て以来、昭和５６（1981）年に「女性の自立と参加を進める大阪府行動計画」、昭和６１

（1986）年には「女性の地位向上のための大阪府第 2 期行動計画～女と男のジャンプ・

プラン」、平成９（1997）年には「新 女と男のジャンプ・プラン」が策定され、男女共

同参画社会の実現に向けた施策が推進されてきました。 

 平成１３（2001）年には、男女共同参画社会基本法に基づく新たな計画として「おお

さか男女共同参画プラン」が策定されました。その後改定を重ね、令和３（2021）年に

は「おおさか男女共同参画プラン（2021-2025）」が策定されています。 

ＤＶに関する取り組みとしては、平成１７（2005）年に「大阪府配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する基本計画」が策定され、その後も改定が重ねられ、対策が

進められています。 

令和元（2019）年には、府民一人ひとりが性的指向及び性自認の多様性に関する理解

を深め、性的マイノリティの人々に対する誤解や偏見のない、誰もが自分らしく生きるこ



3 
 

とができる社会を実現することをめざし、「大阪府性的指向及び性自認の多様性に関する府

民の理解の増進に関する条例」が施行されました。 

 

(４)豊能町の動き 

 豊能町では、教育委員会社会教育課（現在の生涯学習課）において、女性問題に関する

意識調査（平成３（1991）年）や女性フォーラム、女性セミナーが実施され、男女の意

識向上等に関する施策が展開されてきました。 

 平成７（1995）年には女性政策担当窓口を町長部局へ、平成１６（2004）年には総

務部局に改組されました。また、平成８（1996）年には町長を本部長とする女性政策推

進本部、平成１５（2003）年には男女共同参画社会推進本部を設置しました。平成９

（1997）年には人権教育のための国連 10 年推進本部を設置し女性問題部会が発足、庁

内への女性問題の浸透を図ってきました。 

平成１６（2004）年には、男女共同参画社会の実現に向けて改めて意識調査を実施し

ました。その結果、男性は「男女平等」と思っていても、女性は「男性が優遇されている」

と思う傾向があるように、男女の意識の差が明らかになりました。 

また、ふれあいフォーラムや男と女（ひととひと）のセミナーなど、様々な啓発事業も

継続して実施してきました。 

平成２３（2011）年には、「ＤＶ対策基本計画」を含む新たなプランの策定に向けて意

識調査を実施しました。その結果、依然として残る固定的な性別役割分担意識に加え、Ｄ

Ｖの実態が明らかになるなど、啓発の重要性が再確認されました。 

令和４（2022）年１１月には、前プランの策定から約１０年が経過し、社会情勢や国

民の意識も変化していることも踏まえ、現状や新たな課題の把握のため改めて意識調査を

実施しました。その結果、一部では「男女は平等である」といった意識が広まりつつある

ことが伺えましたが、一方で依然として固定的役割分担意識などが根強く残っていること

も明らかになりました。また、ＤＶや性暴力など近年顕著化してきた問題においては、周

知や啓発の不足などの課題が明らかになりました。 
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２ 計画策定の趣旨 

 豊能町では、平成１０（1998）年に「とよの女性プラン」を策定し、男女が性別に関

わらず個性と能力を発揮し、生き生きと暮らすことができる社会の実現に向けて様々な取

り組みを進めてきました。 

 男女平等に関する社会状況や人々の意識・くらしが変化する中、平成１１（1999）年

６月に公布・施行された「男女共同参画社会基本法」の意義は大きく、わが国は男女共同

参画に向けた新たな段階に踏み出したといえます。 

 平成１７（2005）年３月策定の「豊能町男女共同参画プラン」がこれまでの女性プラ

ンと異なるのは、女性のための施策だけでなく男女共同参画の視点を組み入れたことです。

本プランは、全庁あげて、また住民参加のもと、男女共同参画社会を実現するためのシス

テムを構築することをめざし策定されました。 

 平成２５（2013）年３月には、配偶者暴力防止法（ＤＶ防止法）に基づく「ＤＶ対策

基本計画」を盛り込んだ「第２次豊能町男女共同参画プラン」を策定しました。 

 その後、第２次プランの策定から約１０年が経過し、人口の減少や少子高齢化、生活様

式の多様化や国民の意識の変化など、社会情勢は大きく変化してきました。 

こうした現状を踏まえ、すべての人が性別に関わらず対等な関係で多様な生き方を選択

し活躍できる男女共同参画社会の実現に向けて、女性活躍推進法に基づく「女性活躍推進

計画」など新たな視点を盛り込んだ「第３次豊能町男女共同参画プラン」を策定すること

としました。 

 

 

３ 計画の位置づけ 

 本計画は、男女共同参画社会基本法第１４条第３項に基づく市町村男女共同参画計画と

位置づけます。 

また、基本目標２は、女性活躍推進法第６条第２項に基づく市町村推進計画、基本目標

４のうち基本方針（１）及び（２）は、配偶者暴力防止法第２条の３第３項に基づく市町

村基本計画と位置づけます。 

 国の「第５次男女共同参画基本計画」及び「大阪府男女共同参画計画（おおさか男女共

同参画プラン（2021-2025）」を踏まえ策定するものです。 

 また、本町における施策の最上位計画である「豊能町総合まちづくり計画」との整合性

を図り策定するものです。 
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男女共同参画社会基本法 第 14 条第 3 項 

市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市

町村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な

計画を定めるように努めなければならない。 

女性活躍推進法 第 6 条第 2 項 

市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道

府県推進計画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍

の推進に関する施策についての計画を定めるよう努めるものとする。 

配偶者暴力防止法 第 2 条の 3 第 3 項 

市町村は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村におけ

る配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計

画を定めるよう努めなければならない。 

 

 

４ 計画の期間 

本計画の期間は、令和６（2024）年度から令和１５（2033）年度までの１０年間と

し、社会情勢の変化や新たな課題が生じた場合には必要に応じて期間中においても見直し

を図ります。 

 

 

５ 計画の策定・推進体制 

(１)計画の策定体制 

①豊能町人権問題審議会における審議 

 学識経験者などで組織する豊能町人権問題審議会を開催し、意識調査や計画の内容等に

ついての検討、審議を行いました。 

②住民意識調査の実施 

 現状や課題、考え方、ご意見などを把握するため、１８歳以上の住民から無作為抽出し

た 3,000名を対象に意識調査を実施しました。 

③パブリックコメントの実施 

 住民から広く意見を得ることを目的として、令和●（20●●）年●月●日から●月●日

まで、パブリックコメント（意見募集）を実施しました。 
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④庁内における協議等 

 策定の過程において、必要に応じて随時庁内で協議を行いました。 

 

(２)計画の推進体制 

計画を推進するためには、行政による施策のみでなく、住民のみなさまの力も必要であ

り不可欠です。特に、男女共同参画社会を実現するためには、一人ひとりの日常生活の中

に根強く残る性別役割意識をはじめとする男女それぞれの考え方や、ＤＶ、性暴力問題に

おける意識の持ち方など、意識の改革が必要であり、行政と住民が協働で取り組んでいく

必要があります。 

 また、関係団体をはじめ民間の諸団体が取り組んでいる活動と行政施策の協働による取

組みや、被害者支援における警察や医療機関をはじめとする関係機関との連携強化も不可

欠です。そのため、住民の皆さまとの協働や町内外の関係団体、関係機関との協力連携を

より一層図るように努めます。 

 男女共同参画に関する施策は、一人ひとりの生活そのものに関わる広範囲な内容となっ

ており、計画に基づき各種施策を総合的に推進する必要があります。このため、計画の推

進については町長を本部長とする「男女共同参画社会推進本部」のもと、庁内各部署が相

互に連携を図りながら全庁的に取り組みます。 

 また、計画が適切に進行しているかを管理するため、豊能町男女共同参画社会推進本部

を中心に、計画内容については、国内外の動向や社会経済情勢及び町民ニーズや意識等の

変化に対応して、随時、必要な見直しを行うものとします。 
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６ 住民意識調査の実施概要 

(１)実施の概要 

「第２次豊能町男女共同参画プラン」を見直すにあたり、町民に男女共同参画社会への

意識や課題等についてのご意見を伺い、「第３次豊能町男女共同参画プラン」策定に向けて

の資料とするために実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

対象地域 町内全域 

調査方法 郵送（郵送による調査票の配布・回収） 

調査期間 郵送日：令和４年 11月 22 日  締切日：令和４月 12 月 13日 

対象者 18 歳以上の町民 3,000 名 

年代別・性別の対象者数は以下の通り。 
 

■配布数（部） 

年代 男性 女性 計 

18～19歳 134 （10） 115 （14） 249 （24） 

20～29歳 325 （47） 326 （56） 651（103） 

30～39歳 300 （49） 300 （64） 600（113） 

40～49歳 225 （30） 225 （68） 450 （98） 

50～59歳 175 （40） 175 （63） 350（103） 

60～69歳 175 （85） 175 （98） 350（183） 

70歳以上 175（105） 175 （76） 350（181） 

計 1,509（366） 1,491（439） 3,000（805） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（ ）内はそれぞれの回収数。年代が不明、性別が無回答・不明の回答

者もいるため、（ ）内の数値の合計は 817とはならない。 

回収数 817 通（回収率：817/3,000＝27.2％） 
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(２)調査の結果から 

住民意識調査から、次のような動向が明らかになりました。 

一部においては「男女平等」の意識が普及しつつあることも伺えましたが、固定的役割

分担意識、男性優遇の意識も根強く残っていることが見えてきました。また、ＤＶや性暴

力・性犯罪などにおいて、どこにも相談しなかった、相談・支援機関を知らない、といっ

た回答が多く、行政として啓発・情報の周知ができていないといった実態が明らかになり、

今後の対策に向けた課題が浮かび上がってきました。 

前回のアンケート調査（平成２３年実施）との意識の変化も踏まえた傾向は次のとおり

です。 

 

①男女平等に対する意識について 

冠婚葬祭などの慣習やしきたり、政治の場や職場など、各項目において男性優遇である

と考えている人の割合がかなり高くなっています。一方で、女性優遇と考える人の割合は

非常に低いものとなっていました。これは前回の調査と比較しても、増減はあるものの、

大きくは変わっておらず、こうした考え方が根強く残っていることが伺えるものでした。 

学校教育の場においては、他の項目に比べ、男女平等であるという意識の割合は非常に

高く、この分野においては、男女平等に向けた施策、意識改革が進んでいるものと考えら

れます。 

 

91, 11.2％

146, 18.6％

28, 3.6％

200, 24.9％

416, 51.9％

165, 20.8％

66, 8.3％

315, 38.8％

282, 36.0％

151, 19.4％

311, 38.7％

242, 30.2％

298, 37.5％

251, 31.5％

349, 43.0％

309, 39.5％

565, 72.7％

272, 33.9％

132, 16.5％

292, 36.7％

424, 53.2％

47, 5.8％

37, 4.7％

26, 3.3％

17, 2.1％

9, 1.1％

33, 4.2％

46, 5.8％

10, 1.2％

9, 1.1％

7, 0.9％

3, 0.4％

2, 0.2％

7, 0.9％

10, 1.3％

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

家庭や生活の場では

職場では

学校教育の場では

冠婚葬祭などの慣習

やしきたりでは

政治の場では

法律や制度の場では

地域活動の場では

男性が優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている
平等 どちらかといえば女性の方が優遇されている
女性が優遇されている

n=783

n=812

n=777

n=803

n=801

n=795

n=797
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 家庭生活、職場や学校教育において、男女別でみると、女性が「男性優遇である」と考

えている割合が、男性がそう考えている割合よりも高くなっており、男女平等に対しての

男女の意識の差が顕著に表れていました。 

 

91, 11.2%

24, 6.6%

65, 14.9%

2, 20.0%

315, 38.8%

113, 30.9%

198, 45.4%

4, 40.0%

349, 43.0%

201, 54.9%

145, 33.3%

3, 30.0%

47, 5.8%

22, 6.0%

24, 5.5%

1, 10.0%

10, 1.2%

6, 1.6%

4, 0.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

男

女

性別無回答

男女の地位平等：家庭や生活の場では

男性が優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等 どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性が優遇されている

n=812

n=366

n=436

n=10

 

 

146, 18.6%

54, 15.3%

89, 21.1%

3, 30.0%

282, 36.0%

122, 34.7%

157, 37.3%

3, 30.0%

309, 39.5%

153, 43.5%

152, 36.1%

4, 40.0%

37, 4.7%

19, 5.4%

18, 4.3%

9, 1.1%

4, 1.1%

5, 1.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

男

女

性別無回答

男女の地位平等：職場では

男性が優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等 どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性が優遇されている

n=783

n=352

n=421

n=10

 

 

28, 3.6%

8, 2.3%

19, 4.6%

1, 10.0%

151, 19.4%

58, 16.5%

91, 21.9%

2, 20.0%

565, 72.7%

267, 76.1%

293, 70.4%

5, 50.0%

26, 3.3%

13, 3.7%

11, 2.6%

2, 20.0%

7, 0.9%

5, 1.4%

2, 0.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

男

女

性別無回答

男女の地位平等：学校教育の場では

男性が優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等 どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性が優遇されている

n=777

n=351

n=416

n=10
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そのとおりだと思う, 

15, 2.1%

どちらかと

いえばそう

思う, 205, 

28.3%

どちらかと

いえばそう

思わない, 

175, 24.1%

そうは思わない, 

330, 45.5%

n=725

年代別では、若い世代になるほど平等と感じている割合は高くなり、女性優遇という考

えも比較的多くはなっていますが、一方で、年齢層が上がると、男性優遇と考えている割

合が高くなっていました。 

 

91, 11.2%

3, 12.0%

8, 7.7%

7, 6.0%

14, 14.0%

10, 9.7%

22, 12.0%

26, 14.4%

315, 38.8%

8, 32.0%

31, 29.8%

33, 28.4%

42, 42.0%

46, 44.7%

84, 45.9%

71, 39.4%

349, 43.0%

10, 40.0%

51, 49.0%

62, 53.4%

35, 35.0%

45, 43.7%

71, 38.8%

75, 41.7%

47, 5.8%

3, 12.0%

9, 8.7%

13, 11.2%

6, 6.0%

2, 1.9%

6, 3.3%

8, 4.4%

10, 1.2%

1, 4.0%

5, 4.8%

1, 0.9%

3, 3.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

18～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

男女の地位平等：家庭や生活の場では

男性が優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等 どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性が優遇されている

n=104

n=25

n=116

n=100

n=103

n=183

n=180

n=812

 

 

「男は仕事、女は家庭」という考えについて、「そうは思わない」という回答が半数近く

ある反面、約３割の人が「そう思う」と考えるなど、前回調査と比較しても大きくは変わ

っておらず、こうした固定的役割分担の考え方が根強く残っていることが表れています。 

その理由としては、女性の方が家事に向いている、子どもの成長にとって良い、といっ

た回答が多かった一方で、そう思わない理由としては、男女双方が仕事・家庭に関わる方

が各個人・家庭にとって良い、男性の所得だけでは経済的に難しいという意見が、特に若

い世代では多くなっており、「男は仕事、女は家庭」という考えに対する認識が若い世代で

は少しずつではありますが変わりつつあることが伺えます。 
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●そう思う理由 

11, 5.1％

97, 44.9％

103, 47.7％

36, 16.7％

19, 8.8％

19, 8.8％

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％

日本の伝統・美徳だと思うから

女性の方が家事に向いていると思うから

子どもの成長にとってよいと思うから

個人的にそうありたいから

理由を考えたことはない

その他

n=216 回答累計285

 

 

 

●そう思わない理由 

146, 29.4％

251, 50.6％

298, 60.1％

114, 23.0％

232, 46.8％

187, 37.7％

23, 4.6％

30, 6.0％

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％ 70.0％

男女平等に反すると思うから

女性が家庭のみでしか活躍できないことは、

社会にとって損失だと思うから

男女ともに仕事と家庭に関わる方が、

各個人、家庭にとってよいと思うから

少子高齢化により労働力が減少し、

女性も仕事をする必要があると思うから

一方的な考え方を押し付けるのは

良くないと思うから

男性の所得だけでは

経済的に難しいと思うから

理由を考えたことはない

その他

n=496 回答累計1,281
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役割分担に対する考えでは、生活費を稼ぐのは男性の役割と考える人の割合が高かった

一方で、家事や介護、教育やしつけなど、項目によって差はあるものの各項目において、

男女が同じ程度の役割、と考えている人の割合が世代を問わず高くなっており、固定的役

割分担に関する男女平等の意識が広まりつつあることが伺える結果でした。 

 

117, 14.5％

6, 0.7％

1, 0.1％

2, 0.2％

4, 0.5％

2, 0.2％

15, 1.9％

332, 41.0％

18, 2.2％

1, 0.1％

11, 1.4％

8, 1.0％

7, 0.9％

78, 9.7％

358, 44.3％

495, 61.3％

523, 64.6％

680, 84.3％

664, 82.0％

389, 48.2％

666, 82.6％

241, 29.8％

260, 32.1％

106, 13.1％

120, 14.8％

348, 43.1％

42, 5.2％

2, 0.2％

48, 5.9％

24, 3.0％

8, 1.0％

14, 1.7％

61, 7.6％

5, 0.6％

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

生活費をかせぐ

日々の家計を管理

する

日常の家事

老親や病身者の介

護・看護

子ども教育としつ

け、学校行事への

参加

乳幼児の世話

自治会、町内会な

どの地域活動への

参加

主に男性の役割 どちらかといえば男性の役割 両方同じ程度の役割 どちらかといえば女性の役割 主に女性の役割

n=808

n=809

n=809

n=807

n=810

n=807

n=806

 

 

乳幼児の世話に関しては女性の役割と考える人が今なお多かったものの、この項目にお

いても、若い層では、男女同じ程度の役割と考えている人の割合が高くなっていました。 

 

2, 0.2%

2, 1.7%

7, 0.9%

1, 1.0%

6, 3.4%

389, 48.2%

17, 68.0%

64, 62.7%

71, 61.2%

51, 51.5%

50, 48.5%

78, 42.4%

57, 32.2%

348, 43.1%

5, 20.0%

33, 32.4%

39, 33.6%

43, 43.4%

43, 41.7%

87, 47.3%

98, 55.4%

61, 7.6%

3, 12.0%

4, 3.9%

4, 3.4%

5, 5.1%

10, 9.7%

19, 10.3%

16, 9.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

18～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

男女の役割分担：乳幼児の世話

主に男性の役割 どちらかといえば男性の役割 両方同じ程度の役割

どちらかといえば女性の役割 主に女性の役割

n=102

n=25

n=116

n=99

n=103

n=184

n=177

n=807
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＜課題＞ 

法制度上の男女平等は進展しており、一部では男女平等の認識がある程度は進みつつあ

ると考えられますが、男性優遇という意識、固定的役割分担意識は根強く残っており、男

女平等が実現されているとは言えません。男女間で意識の差が見られる項目が多かったこ

とからも、男女平等に向けた意識改革に向けた啓発を今後さらに進めていくことが必要と

考えられます。 

また、若年層においては男女ともに同じ程度の役割とする回答が比較的多く、近年の教

育・啓発等が意識の変化につながっていると考えられることから、早期からの発達段階に

応じた男女平等教育の継続や固定的役割分担意識の変化につながる施策の推進が必要と考

えられます。 

 

②結婚に対する意識について 

 年齢層が若くなるにつれて、あえて結婚する必要はない、結婚しても必ずしも子どもを

持つ必要はない、うまくいかなければ離婚した方が良いと考える割合が高くなっており、

中でも、女性がそのように考えている割合が高くなっていました。また、こうした回答は

前回調査と比較しても大幅に増加しており、結婚に対する考え方が変化してきていること

が伺える結果でした。 

 

215, 26.5%

8, 32.0%

48, 46.6%

45, 39.1%

34, 34.0%

26, 25.2%

35, 18.9%

19, 10.6%

231, 28.5%

9, 36.0%

27, 26.2%

37, 32.2%

28, 28.0%

32, 31.1%

51, 27.6%

47, 26.3%

205, 25.3%

3, 12.0%

14, 13.6%

20, 17.4%

28, 28.0%

27, 26.2%

58, 31.4%

54, 30.2%

160, 19.7%

5, 20.0%

14, 13.6%

13, 11.3%

10, 10.0%

18, 17.5%

41, 22.2%

59, 33.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

18～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

結婚に対する意識：あえて結婚する必要はない

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

n=103

n=25

n=115

n=100

n=103

n=185

n=179

n=811
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281, 34.8%

12, 48.0%

61, 59.8%

58, 50.0%

45, 45.5%

28, 27.5%

52, 28.1%

25, 14.0%

232, 28.7%

6, 24.0%

29, 28.4%

43, 37.1%

29, 29.3%

40, 39.2%

47, 25.4%

38, 21.3%

201, 24.9%

4, 16.0%

9, 8.8%

9, 7.8%

18, 18.2%

30, 29.4%

64, 34.6%

67, 37.6%

93, 11.5%

3, 12.0%

3, 2.9%

6, 5.2%

7, 7.1%

4, 3.9%

22, 11.9%

48, 27.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

18～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

結婚に対する意識：結婚しても必ずしも子どもを持つ必要はない

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

n=102

n=25

n=116

n=99

n=102

n=185

n=178

n=807

 

 

 

313, 38.7%

10, 40.0%

50, 49.0%

43, 37.4%

45, 45.5%

34, 33.0%

70, 37.8%

60, 33.5%

357, 44.1%

9, 36.0%

38, 37.3%

57, 49.6%

42, 42.4%

51, 49.5%

88, 47.6%

72, 40.2%

108, 13.3%

4, 16.0%

11, 10.8%

9, 7.8%

10, 10.1%

18, 17.5%

20, 10.8%

36, 20.1%

31, 3.8%

2, 8.0%

3, 2.9%

6, 5.2%

2, 2.0%

7, 3.8%

11, 6.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

18～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

結婚に対する意識：結婚生活がうまくいかなければ離婚した方がよい

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

n=102

n=25

n=115

n=99

n=103

n=185

n=179

n=809

 

 

 

＜課題＞ 

前回調査時点からも、社会の状況や生活様式が大きく変化している中で、少子化対策と

相まって、どのような施策を展開していくべきかを総合的に検討する必要があると考えら

れます。 
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③仕事に対する意識について 

 各項目において男性優遇と考える割合が高くなっています。 

 

232, 33.2％

320, 45.8％

242, 34.8％

369, 52.9％

400, 57.8％

247, 35.6％

153, 22.2％

224, 32.4％

38, 5.5％

38, 5.4％

10, 1.4％

73, 10.5％

22, 3.2％

21, 3.0％

22, 3.2％

24, 3.5％

56, 8.1％

346, 50.3％

428, 61.3％

369, 52.8％

380, 54.7％

306, 43.9％

271, 39.2％

425, 61.2％

512, 74.3％

412, 59.5％

304, 44.2％

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

募集・採用

賃金

仕事の内容

昇進・昇格

管理職への登用

能力評価（業績評価、

人事考課など）

研修の機会や内容

働き続けやすい雰囲気

育児・介護休暇などの

休暇の取得のしやすさ

男性が優遇されている 女性が優遇されている 平等である

n=697

n=695

n=692

n=694

n=689

n=692

n=688

n=699

n=698

 

 

ここでも、女性が「男性優遇である」と考える割合が、男性がそう考える割合よりも高

くなっており、男女間の意識の差が表れていました。 

 

320, 45.8%

133, 41.7%

183, 49.2%

4, 50.0%

10, 1.4%

6, 1.9%

4, 1.1%

369, 52.8%

180, 56.4%

185, 49.7%

4, 50.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

男

女

性別無回答

職場での性別による差：賃金

男性が優遇されている 女性が優遇されている 平等である

n=699

n=319

n=372

n=8

 

 

247, 35.6%

94, 29.7%

148, 40.0%

5, 62.5%

22, 3.2%

11, 3.5%

11, 3.0%

425, 61.2%

211, 66.8%

211, 57.0%

3, 37.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

男

女

性別無回答

職場での性別による差：能力評価（業績評価、人事考課など）

男性が優遇されている 女性が優遇されている 平等である

n=694

n=316

n=370

n=8
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224, 32.4%

87, 27.7%

132, 35.7%

5, 62.5%

56, 8.1%

22, 7.0%

34, 9.2%

412, 59.5%

205, 65.3%

204, 55.1%

3, 37.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

男

女

性別無回答

職場での性別による差：働き続けやすい雰囲気

男性が優遇されている 女性が優遇されている 平等である

n=692

n=314

n=370

n=8

 

 

 この中で唯一、育児・介護休暇の取得のしやすさにおいては女性優遇の考えが非常に高

くなっており、男性の育児休暇の取得がなかなか進んでいないことが伺える結果でした。 

 

38, 5.5%

21, 6.8%

17, 4.6%

346, 50.3%

147, 47.3%

194, 52.6%

5, 62.5%

304, 44.2%

143, 46.0%

158, 42.8%

3, 37.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

男

女

性別無回答

職場での性別による差：育児・介護休暇などの休暇の取得のしやすさ

男性が優遇されている 女性が優遇されている 平等である

n=688

n=311

n=369

n=8

 

 

 仕事に就かない・就けない理由として、出産や育児を優先したい、子どもとの時間を優

先したいという主体的な意見もある一方で、家族の介護・看護をしなければならない、と

いった回答も多く、こうしたことが女性が就労する上での障壁のひとつになっていること

が考えられます。 

 

2, 5.6％

3, 8.3％

8, 22.2％

1, 2.8％

12, 33.3％

8, 22.2％

10, 27.8％

2, 5.6％

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％

出産・育児を優先したいから

家族等の介護・看護をしなければならないから

病気・怪我で働くことができないから

学校以外で進学や資格取得などの

勉強をしているから

今のところ仕事に就く必要を感じていないから

希望する仕事、条件に合う仕事がないから

仕事に就く自信がないから

その他

n=36 回答累計46
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働き続けるために必要なものとしては、夫やパートナーの家事・育児等への参加、育児・

介護休暇の取得のしやすさや、職場の理解、といった回答が多くなっていました。 

 

335, 42.1％

370, 46.5％

402, 50.6％

313, 39.4％

274, 34.5％

412, 51.8％

23, 2.9％

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％

育児、介護、看護休暇制度の充実

育児、介護、看護休暇取得のしやすさ

企業経営者や職場の理解

労働時間の短縮、フレックスタイム制などの

柔軟な勤務制度の導入

育児や介護・看護のための施設やサービスの充実

夫・パートナーなどの家族の理解や

家事、育児、介護・看護などへの参加

その他

n=795 回答累計2,129
 

 

 

＜課題＞ 

女性が働き続けるために必要なものとして、夫やパートナーの家事・育児等への参加、

育児・介護休暇の取得のしやすさや職場の理解、といった回答が多くなっていましたが、

実際には進んでいないのが現状です。 

なかでも、夫やパートナーの家事・育児等への参加が必要とする回答は前回調査と比較

しても大幅に増加していました。 

こうしたことを踏まえ、女性・男性の双方に対しての意識面での啓発や教育に加えて、

制度面の整備を進めることが必要です。制度面については、国や都道府県が実施すること、

町が実施できること等を適切に情報収集・共有し、環境の整備に向けて取り組むことが必

要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



18 
 

④「仕事」「家庭や地域活動」「プライベートの時間」の関わり方について 

 優先したいものとしては「プライベート」、「仕事・家庭や地域活動・プライベートの３

つ」といった回答が多くなっており、考え方の上では旧来からの「仕事一筋」といったも

のは減りつつあると考えられます。 

 

●希望として 

47, 6.0％

34, 4.3％

195, 24.8％

39, 5.0％

132, 16.8％

99, 12.6％

235, 29.9％

6, 0.8％

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％

「仕事」を優先したい

「家庭や地域活動」を優先したい

「プライベートの時間」を優先したい

「仕事」と「家庭や地域活動」を

ともに優先したい

「仕事」と「プライベートの時間」を

ともに優先したい

「家庭や地域活動」と「プライベートの時間」を

優先したい

「仕事」と「家庭や地域活動」と「プライベート

の時間」の３つとも大切にしたい

その他

n=787
 

 

しかしながら、現実としては「仕事優先」とする回答が非常に多くなっていました。 

 

●現実として 

192, 24.9％

75, 9.7％

132, 17.1％

62, 8.0％

117, 15.2％

74, 9.6％

97, 12.6％

22, 2.9％

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％

「仕事」を優先している

「家庭や地域活動」を優先している

「プライベートの時間」を優先している

「仕事」と「家庭や地域活動」を

ともに優先している

「仕事」と「プライベートの時間」をともに優先し

ている

「家庭や地域活動」と「プライベートの時間」を

優先している

「仕事」と「家庭や地域活動」と「プライベート

の時間」の３つとも大切にしている

その他

n=787
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地域活動に参加しない・できない理由としても、「プライベートの時間を優先したい」、

「仕事との両立が難しい」といった回答が多く、プライベートの優先、あるいはプライベ

ート、地域活動、仕事等をバランスよく調和させるということがなかなか思うように進ん

でいないことが伺える結果でした。 

 

●地域活動に参加できない、参加したくない理由は 

24, 6.8％

122, 34.5％

2, 0.6％

35, 9.9％

20, 5.6％

81, 22.9％

52, 14.7％

122, 34.5％

149, 42.1％

13, 3.7％

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％

家事や育児、介護・看護との両立が難しい

仕事との両立が難しい

家族の理解を得られない

活動場所がない、活動がどこで

できるのかわからない

一緒に活動する仲間や活動資金がない

参加したい活動がない

健康状態に自信がない

人間関係が面倒だから

プライベートの時間を優先したい

その他

n=354 回答累計620
 

 

 

＜課題＞ 

旧来からの固定的役割分担意識や社会通念など様々な課題も絡んでおり、働き方改革、

ワークライフバランスがなかなか進んでいないことが意識調査の結果に表れています。一

人ひとりに訴えかけるような意識面での啓発に加え、制度面での環境整備にも取り組んで

いくことが必要と考えられます。 
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⑤ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）について 

 ＤＶを受けたことがあるという人は、割合は決して高くはありませんが一定数は存在し

ており、その内容は、言葉によるものや精神的なものが多く、身体的な暴力を受けたとい

う回答もありました。 

 

14, 2.4％

24, 4.1％

16, 2.8％

52, 9.0％

55, 9.5％

36, 6.2％

512, 88.6％

500, 86.4％

528, 91.0％

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

身体に対する暴行

暴言、監視、精神的な

嫌がらせ

性的な行為を強要

何回もある 1～2回はある 全くない

n578

n=579

n=580

 

 

しかしながら、その被害について、どこ（誰）にも相談しなかったという回答が最も多

く、また、相談した相手は、友人や知人、家族や親せきといった回答が多く、外部の専門

機関に相談したという回答はごくわずかでした。 

 

45, 30.4％

40, 27.0％

2, 1.4％

0, 0.0％

1, 0.7％

2, 1.4％

2, 1.4％

5, 3.4％

82, 55.4％

0, 0.0％

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％

友人、知人

家族や親戚

学校関係者

職場の相談窓口

行政の相談窓口（役場の人権相談、法務局、人権擁護

委員など）

警察・警察の相談窓口

その他の公的な機関（子ども家庭センター、女性相談

センターなど）

民間の専門家や専門機関、医療関係者（弁護士、カウ

ンセラー、民間シェルター、医師・看護師など）

どこ（誰）にも相談しなかった

その他

n=148 回答累計179
 

 

相談しなかった理由としては、相談しても無駄だと思った、我慢すればやっていける、

といったものが多かったことが今後の啓発活動を考える上での課題になると考えられます。 
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5, 6.3％

59, 73.8％

1, 1.3％

2, 2.5％

21, 26.3％

6, 7.5％

6, 7.5％

1, 1.3％

8, 10.0％

4, 5.0％

0.0％ 20.0％ 40.0％ 60.0％ 80.0％

どこ（誰）に相談してよいのかわからなかったから

相談するほどのことではない、相談しても無駄だと

思ったから

誰にも言うなと脅された、相談したことが分かると仕

返しやもっとひどい暴力を受けると思ったから

相談相手の言動によって不快な思いをさせられると

思ったから

自分にも悪いところがある、自分さえ我慢すれば何と

かこのままやっていけると思ったから

世間体が悪い、恥ずかしくて誰にも言えなかったから

他人を巻き込みたくなかったから

他人に知られると、これまでどおりの付き合い（仕事

や学校などの人間関係）ができなくなると思ったから

そのことについて思い出したくなかったから

その他

n=80 回答累計113
 

 

 知っている相談窓口としては、警察や行政などについての回答は多い一方で、具体的な

機関の名称は知らない、という回答が非常に多いという結果でした。 
 

93, 16.7％

362, 65.1％

57, 10.3％

238, 42.8％

19, 3.4％

147, 26.4％

204, 36.7％

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％ 70.0％

配偶者暴力相談支援センター

警察

法務局、人権擁護委員

役場の相談窓口（生活・人権相談窓口など）

上記1～4以外の公的な機関

民間の専門家や専門機関（弁護士、弁護士会、

カウンセラー、民間シェルターなど）

具体的な名称は知らないが、

相談窓口があることは知っている

n=556 回答累計1,120
 

 

＜課題＞ 

 相談をしなかった・できなかったという回答が多く、また、具体的な相談窓口を知らな

いという回答が多かったことが重要な課題です。この傾向は前回調査と比較しても割合が

増加してしまっており、この間、啓発が進んでこなかったと考えられます。 

相談をしなければ解決にはつながらず、まずは相談することによって救済、解決、その

後の支援にもつながっていくので、相談・支援に関する機関、窓口の情報を収集するとと
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もに連携体制を強化・整備し、適切に周知・啓発を進めていくことが重要です。 

 

⑥性暴力・性犯罪について 

 様々な言動についてのセクシャルハラスメントかどうかの認識は男女を問わず共通して

高いものでした。 

 

763, 96.6％

689, 87.5％

570, 72.3％

429, 54.6％

406, 51.7％

401, 51.1％

475, 60.7％

541, 69.0％

16, 2.0％

77, 9.8％

176, 22.3％

256, 32.6％

238, 30.3％

239, 30.5％

227, 29.0％

196, 25.0％

1, 0.1％

14, 1.8％

31, 3.9％

78, 9.9％

100, 12.7％

113, 14.4％

59, 7.5％

35, 4.5％

10, 1.3％

7, 0.9％

11, 1.4％

23, 2.9％

41, 5.2％

31, 4.0％

22, 2.8％

12, 1.5％

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

地位や権限を利用して、性的関係を

せまること

さわる、抱きつくなど肉体的な接触

をすること

性的冗談や質問、ひやかしなどの言

葉をかけること

宴席で異性にお酒を強要すること

結婚予定や出産予定をたびたび聞く

こと

恋人の有無についてたびたび聞くこ

と

容姿について、あれこれ聞かれる・

話題にされること

身体をじろじろ見られること

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

n=788

n=787

n=786

n=785

n=784

n=783

n=784

n=790

 

 

しかしながら、性暴力・性犯罪について、被害を受けたことがあるという回答も一定数、

存在していました。 

 

16, 6.4％

77, 30.7％

110, 43.8％

58, 23.1％

52, 20.7％

92, 36.7％

82, 32.7％

64, 25.5％

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％

地位や権限を利用して、

性的な関係をせまること

さわる、抱きつくなど

肉体的な接触をすること

性的冗談や質問、ひやかしなどの

言葉をかけること

宴席で異性にお酒を強要すること

結婚予定や出産予定をたびたび聞くこと

恋人の有無について度々聞くこと

容姿について、あれこれ聞かれる・

話題にされる

身体をじろじろ見られる

n=251 回答累計551
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ＤＶの場合と同様に、どこ（誰）にも相談しなかったという回答が最も多く、相談相手

は友人や知人、家族や親せきが多く、外部の機関に相談したという回答はわずかでした。 

 

13, 25.5％

12, 23.5％

0, 0.0％

1, 2.0％

1, 2.0％

2, 3.9％

1, 2.0％

1, 2.0％

28, 54.9％

2, 3.9％

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％ 60.0％

友人、知人

家族や親戚

学校関係者

職場の相談窓口

行政の相談窓口（役場の人権相談、

法務局、人権擁護委員など）

警察・警察の相談窓口

その他の公的な機関（子ども家庭センター、

女性相談センターなど）

民間の専門家や専門機関、医療関係者（弁護士、

カウンセラー、民間シェルター、医師・看護師など）

どこ（誰）にも相談しなかった

その他

n=56 回答累計61
 

 

相談しなかった理由としては、ＤＶの場合と同様に相談しても無駄だと思ったという回

答がありましたが、それ以上に、思い出したくなかった、という回答が多く、さらには、

どこに相談してよいかわからなかったという回答も多かったことから、どこにも相談でき

ずに泣き寝入りしてしまっている事例が多いことが伺える結果でした。 

 

6, 21.4％

11, 39.3％

0, 0.0％

1, 3.6％

4, 14.3％

4, 14.3％

6, 21.4％

5, 17.9％

13, 46.4％

3, 10.7％

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％

どこ（誰）に相談してよいのかわからなかったから

相談するほどのことではない、

相談しても無駄だと思ったから

誰にも言うなと脅された、相談したことが分かると

仕返しやもっとひどい暴力を受けると思ったから

相談相手の言動によって不快な思いを

させられると思ったから

自分にも悪いところがある、自分さえ我慢すれば

何とかこのままやっていけると思ったから

世間体が悪い、恥ずかしくて

誰にも言えなかったから

他人を巻き込みたくなかったから

他人に知られると、これまでどおりの付き合い

（仕事や学校などの人間関係）ができなくなると思ったから

そのことについて思い出したくなかったから

その他

n=28 回答累計53
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相談窓口については、警察や行政などの機関は知られている場合が多い一方で、民間の

相談機関についての認知度は非常に低いものでした。 

 

64, 17.6％

75, 20.6％

118, 32.4％

122, 33.5％

16, 4.4％

54, 14.8％

44, 12.1％

77, 21.2％

99, 27.2％

46, 12.6％

102, 28.0％

23, 6.3％

154, 42.3％

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％ 50.0％

DV相談ナビ（＃8008）

大阪府女性相談センター

（配偶者暴力相談支援センター）

大阪府池田子ども家庭センター

性犯罪被害110番（＃8103、警察相談窓口）

．性暴力救援センター・大阪SACHICO

大阪労働局 総合労働相談コーナー

ハラスメント悩み相談室（厚生労働省）

大阪府労働相談センター

大阪府立男女共同参画・青少年センター

（ドーンセンター）

大阪弁護士会 女性のための法律相談

大阪法務局 人権擁護部（「みんなの人権110番」、

「女性の人権ホットライン」など）

一般財団法人 大阪府人権協会

豊能町住民人権課（人権擁護委員による人権相談、

とよの人権地域協議会による生活・人権相談）

n=364 回答累計994

 

 

 

＜課題＞ 

 前回調査では性暴力・性犯罪に特化した設問はありませんでしたが、回答の傾向として

は、DV の場合と同様に、相談をしなかった、どこ（誰）に相談してよいのかわからなか

ったといった回答が多く、また、相談しても無駄だと思った、思い出したくなかったとい

う回答も多かったことから、ＤＶの場合以上に、どこにも相談できずに、埋もれてしまっ

ている事例が多いと考えられます。 

 自由記述意見では「誰にも知られずに問題を解決する手段」を求める声もあり、相談者

が安心して相談できる窓口や手段を確保することも重要です。 

相談・支援に関する機関、窓口の情報を収集するとともに、連携体制を強化・整備し、

適切に周知、啓発を進めていくことが重要です。 
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⑦男女共同参画に関する用語の認知度について 

 ほぼ８割から９割の人が知っている・聞いたことがあると回答した用語に加え、ワーク

ライフバランス、ＬＧＢＴＱ、ダイバーシティなど、近年よく使われるようになってきた

用語についても、半数以上の人が、知っている・聞いたことがあると回答しています。ま

た、ジェンダーなど、前回調査時から認知度が倍増している用語もあり、男女共同参画に

関する認識が徐々に広まりつつあると考えられます。 

 

85, 11.1％

429, 55.4％

303, 39.4％

269, 34.8％

249, 32.3％

69, 9.0％

586, 75.6％

494, 63.7％

49, 6.4％

155, 20.2％

247, 32.2％

323, 41.9％

38, 4.9％

184, 23.9％

40, 5.2％

265, 34.5％

292, 37.7％

338, 43.9％

338, 43.8％

366, 47.5％

178, 23.2％

173, 22.3％

232, 29.9％

177, 23.0％

192, 25.0％

199, 25.9％

209, 27.1％

79, 10.3％

262, 34.1％

142, 18.6％

418, 54.4％

54, 7.0％

129, 16.8％

165, 21.4％

155, 20.1％

519, 67.8％

16, 2.1％

50, 6.4％

543, 70.6％

422, 54.9％

322, 41.9％

238, 30.9％

651, 84.8％

323, 42.0％

582, 76.2％

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

女子差別撤廃条約

男女雇用機会均等法

育児・介護休業法

男女共同参画社会

DV防止法

性別役割分担意識

セクシャル・ハラスメント

ジェンダー

ポジティブ・アクション

デートDV

ワーク・ライフ・バランス

LGBTQ

SOGI

ダイバーシティ

候補者均等法

よく知っている 聞いたことがある 知らない

n=775

n=768

n=770

n=772

n=770

n=766

n=775

n=776

n=769

n=769

n=768

n=770

n=768

n=769

n=764
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⑧男女共同参画社会の実現に向けて 

 行政に求めるものとしては、ワークライフバランスや就労の支援に関連することがらへ

の要望が、前回調査時からも増加し、高くなっています。 

 

386, 50.5％

386, 50.5％

189, 24.7％

342, 44.7％

449, 58.7％

554, 72.4％

222, 29.0％

302, 39.5％

160, 20.9％

4.4％

0.0％ 20.0％ 40.0％ 60.0％ 80.0％

府や市町村の審議会委員や管理職など、

政策・方針決定の場に女性を積極的に登用する

民間企業・団体等における管理職への女性の登用、

男女の均等な取扱いが進むよう支援する

男性や女性の生き方や悩みに関する

相談の場を充実する

男女共同参画に関する啓発活動、情報提供、

学校教育や生涯学習の場での学習を充実する

仕事と生活のバランスがとれるよう

男女ともに働き方の見直しを進める

育児や介護のための施設やサービスの充実など、

子育てや介護中でも仕事を続けられるような支援、

仕事を辞めた人の再就職の支援を進める

妊娠・出産期、更年期など生涯を通じた

女性の健康づくりを推進する

女性に対する暴力（セクシュアル・ハラスメントや

配偶者等からの暴力）防止や被害者への支援を充実する

候補者均等法に基づき、選挙の候補者数をできる限り

男女均等にするよう啓発活動を充実する

その他

n=765 回答累計3,024
 

 

 

＜課題＞ 

行政に対するニーズは様々なものがありますが、町というひとつの自治体が単独ででき

ることには限りがありますので、町で実施できるもの、国や都道府県が実施するもの、民

間により実施するものなど、相互に連携を図りながら、適切に情報収集・情報提供を行い、

正しく周知・啓発を進めていくことが必要です。 
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自由記述意見 

自由記述意見においても、教育現場では男女平等への意識改革は進んでいるという意見

もあり、若い世代においては意識の変化が徐々に進んでいるとみられます。 

一方で、年齢が高い世代には、男性優位、男尊女卑の意識が未だ根強く残っている、と

いった意見も多くありました。 

旧来から根強く残る意識の改革は容易なことではありませんが、そこに訴えかける様々

な啓発などを継続して実施していくことが重要です。加えて、小中学校などにおける子ど

もの頃からの教育が、今後男女共同参画社会をつくり上げていく上で、さらに重要になっ

てくると考えられます。 

また、男女の性差、向き不向き、どちらかしか担えない役割はあるものなので、それぞ

れの立場や違いを認めあい、互いに尊重しあいながら、すべての人がそれぞれの適性を活

かして得意な分野で活躍できる社会をつくることが重要であるという意見もありました。 

啓発活動だけではなく、法整備や制度の確立など、国（行政、政治）が先頭に立って施

策を進めるぐらいでなければ人の意識を変えることはできない、といった旨の意見も多く

ありました。 

豊能町においては、少子高齢化の進行により年齢が高い世代の割合が高くなっています

が、これからを担う若い世代への啓発とあわせ、豊能町の実態に即した様々な対策を進め

ていかなければならないと考えられます。 
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第２章 計画 

１ 基本的な視点 

 

○人権尊重は男女共同参画の基本的理念です。この理念を実現するには、すべての人が性

別に関わりなくお互いの個性や意思を尊重しながら自立の意識を有することが不可欠です。

こうした状況を踏まえ、男女平等を進める教育・啓発に努めます。 

 

○男女共同参画社会の実現には、依然として根強く残る固定的な性別役割分担意識を解消

することが必要です。旧来の制度や慣行等を見直すとともに、すべての人が性別に関わり

なく自らの意思と選択により自立した職業生活と家庭生活を両立していけるよう社会全体

の意識づくりに努めます。 

 

○女性に対する暴力をはじめ、あらゆる暴力は大きな社会問題です。被害者に対する救済・

支援という視点に重点を置き、被害の防止と被害者の支援に関する体制の整備を行い、被

害者の人権侵害に対する対策強化に努めます。 
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２ 施策の体系 

 

基本目標 基本方針 

【基本目標１】 

男女共同参画社会の実

現のための基盤整備 

（１）男女共同参画についての理解の推進 

（２）生涯にわたる男女平等教育・学習の推進 

（３）人権の視点からの性の尊重・正しい理解 

【基本目標２】 

働く場の男女平等と仕

事と生活の調和の実現 

（１）ワークライフバランス（仕事と生活の調和） 

や多様な働き方・生活様式の推進 
女性活躍 
推進計画 （２）あらゆる分野への女性の参画の拡大 

（３）政策・方針決定の場への女性の登用の推進 

【基本目標３】 

すべての人が安心して

暮らせる環境の整備 

（１）エンパワーメントへの支援 

（２）様々な困難を抱える人への支援 

（３）すべての人への生涯を通じた健康支援 

【基本目標４】 

あらゆる暴力の根絶 

（１）ＤＶ被害の予防に向けた取組み 
ＤＶ対策 
基本計画 

（２）相談・支援体制の充実 

（３）あらゆる性暴力への対策推進 
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３ 施策の内容 

 

基本目標１ 男女共同参画社会の実現のための基盤整備 

 

現状と課題 

性別に関わりなく誰もが個性や能力を発揮して自分らしく生きることができる社会を実

現するためには、性別による固定的役割分担意識や偏見などを取り除き、一人ひとりが互

いの人権を尊重し合うことが不可欠です。 

しかしながら、一部では男女平等の意識が浸透していることが伺えましたが、多くの場

面において、性別による固定的役割分担意識や偏見、男女間での意識の差は根強く残って

おり、人権尊重の意識や平等の意識を育てるための教育・啓発が果たす役割は極めて重要

です。性別に関わりなくすべての人が互いに人権を尊重し合う男女共同参画の意識の形成

を促進するためには、学校をはじめ、家庭、地域などの様々な場において教育・啓発の充

実を図る必要があります。 

こうした状況を踏まえ、旧来の制度や慣行の見直しについての啓発等に努め、また男女共同参

画を進める教育・啓発を推進するとともに、多様な生き方の選択を可能とする教育・啓発のた

めの施策をめざします。 

   

施策の方向と概要 

(１)男女共同参画についての理解の推進 

旧来の制度や慣行の中には、男女の固定的な役割分担が根強く残っているものがありま

す。このような考えを排して、すべてのひとが性別に関わらず個人としての尊厳が重んぜ

られることが大切であり、様々な制度や慣行において、男女共同参画の考え方を強化して

いくことが必要です。 

男女共同参画社会の実現に向けた意識形成のため、適切な現状把握に努めるとともに、

対象者にあわせた効果的な広報や啓発活動、情報の収集・提供に努めます。 

 

(２)生涯にわたる男女平等教育・学習の推進 

意識調査の結果にも学校教育の場では男女平等意識が広まりつつあることが表れており、

男女共同参画社会を実現する上で、保育所や幼稚園そして学校教育等、幼少期からの教育
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の果たす役割は非常に大きいものであります。 

また、社会や家庭内に旧来から根強く残る固定的役割分担意識や固定観念等、男女共同

参画社会を実現する上での障壁を取り除くためには、幼少期だけでなく多くの世代におい

ての意識の改革が必要です。 

発達段階や年代に応じた、生涯にわたって人権尊重や男女平等について学ぶ機会の確保

に努めます。 

 

(３)人権の視点からの性の尊重・正しい理解 

性別による固定的役割分担意識を取り除き、男女平等の意識をもつことが重要であるこ

とは言うまでもありませんが、一律に同じ扱いをするだけではなく、互いの性について正

しく理解して尊重し、それぞれが個性や能力を発揮して活躍できる社会をつくることこそ

が男女共同参画社会の実現であると言えます。旧来の固定的役割分担意識や性についての

誤った理解の解消に向けての教育・啓発に努めます。 

また、ＬＧＢＴＱをはじめとするいわゆる性的マイノリティについての正しい理解の啓

発に努め、当事者やその家族にとって偏見のない住みやすい社会づくりに努めます。 

 

基本目標１ 男女共同参画社会の実現のための基盤整備 

基本 

方針 
施策の方向 主な施策の内容 主な担当課 

（
１
）
男
女
共
同
参
画
に
つ
い
て
の
理
解
の
推
進 

①男女共同参画

社会についての

周知・啓発の充実 

○男女共同参画についての理解のための計画

的な研修や講演等の実施 

○広報紙やホームページ、各種資料提供コーナ

ーの配置等、多様な媒体を活用した男女共同参

画の理解のための周知・啓発 

 

住民人権課 

秘書人事課 

②町職員・教職員

等を対象とした

意識の啓発 

○町職員・教職員に対する男女共同参画の理解

のための研修の実施 

○教職員に対する男女平等意識や固定的な性

別役割分担意識等についての正しい理解を育

むための指導方法や教材の研究・充実 

 

住民人権課 

秘書人事課 

義務教育課 
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③地域や家庭に

おける意識の啓

発 

○住民、地域で活動する団体のメンバー等に対

する研修や講演の実施、情報の提供 

○家事や育児等における家庭での男女共同責

任についての研修や講演の実施、情報の提供 

○家庭での男女共同参画についての学校等の

保護者に向けた啓発 

 

住民人権課 

生涯学習課 

④町民意識調査

の実施等による

現状や課題の把

握 

○住民に対する男女共同参画に関しての意識

調査の実施 

○町職員や教職員、事業所等に対する男女共同

参画に関しての意識調査の実施 

 

住民人権課 

（
２
）
生
涯
に
わ
た
る
男
女
平
等
教
育
・
学
習
の
推
進 

①就学前におけ

る男女平等教育 

○幼稚園・保育所と連携した発達段階に応じた

啓発活動 

○教職員に対する男女平等意識や固定的な性

別役割分担意識等についての正しい理解を育

むための指導方法や教材の充実 

 

住民人権課 

こども育成課 

②学校における

男女平等教育 

○学校と連携した発達段階に応じた啓発活動 

○学校での日常生活や行事、生徒指導、進路指

導等における男女平等の意識の拡充 

○男女平等や固定的な性別役割分担意識等に

ついての正しい理解を育むための指導方法や

教材の充実 

 

住民人権課 

義務教育課 

③生涯学習の場

における学習機

会の充実 

○男女共同参画に関する幅広いテーマの講座、

講演会、セミナー等の実施 

○男女共同参画に関する資料の収集と提供 

 

住民人権課 

生涯学習課 

④若年層向けや

高齢者向けな

ど、実態に沿っ

た啓発 

○学校や幼稚園・保育所と連携した発達段階に

応じた啓発活動 

○生涯学習担当部局と連携した啓発活動 

○高齢者施策担当部局と連携した啓発活動 

 

住民人権課 

義務教育課 

こども育成課 

生涯学習課 

健康増進課 
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（
３
）
人
権
の
視
点
か
ら
の
性
の
尊
重
・
正
し
い
理
解 

①固定的な性別

役割分担意識の

解消のための正

しい理解 

○男女平等意識や固定的な性別役割分担意識

等についての理解のための研修や講演等の啓

発 

 

住民人権課 

②適材適所の活

躍機会の確保の

ための性差の正

しい理解 

○あらゆる場における性差による向き不向き、

適材適所等についての理解促進のための啓発 

 

住民人権課 

③性や感染症に

ついての正しい

理解、青少年の健

全育成のための

環境づくり 

○小・中学校における発達段階に応じた健康教

育や性教育、感染症に関する情報提供の拡充 

○家庭における性教育の実施の推進 

○青少年指導員等による性非行防止の啓発の

推進 

○性の商品化等、性に関わる問題についての意

識啓発 

○相談支援体制に関する情報の提供 

 

義務教育課 

住民人権課 

④ＬＧＢＴＱ、

性的マイノリテ

ィ、性の多様性

などについての

正しい理解 

○庁内や地域、教育の場に対する講演や研修、

資料提供等による啓発 

○性的指向や性自認に関わらずすべての人に

とって生活がしやすい環境の整備 

○当事者や家族が相談できる場についての情

報の提供 

 

住民人権課 

義務教育課 
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基本目標２ 働く場の男女平等と仕事と生活の調和の実現【女性活躍推進計画】  

 

現状と課題 

男女共同参画社会を実現するためには、性別に関わりなくすべての人が活躍できる社会

をつくることが重要です。 

男女雇用機会均等法の施行により雇用のすべての段階における女性労働者への差別的取

り扱いが禁止されるなど、制度上の雇用機会均等は確保されました。 

しかしながら、募集や採用、雇用形態等における女性に不利な取扱いはいまだ存続して

おり、さらには旧来からの固定的役割分担意識など、女性の社会への参画を阻害する要因

は根強く残っています。こうした就労をはじめとするあらゆる分野への女性の参画を阻害

する障壁を取り除くためには、制度上の体制整備に加え、男性の意識改革、社会全体の意

識改革が必要です。 

これらを踏まえ、意識の改革に向けた啓発を推進し、女性が多様な働き方、生活様式を

選択して個性と能力を発揮して活躍し、さらには性別に関わりなくすべての人が活躍でき

る社会の実現をめざします。 

 

施策の方向と概要 

(１)ワークライフバランス（仕事と生活の調和）や多様な働き方・生活様式の推進 

 ワークライフバランス（仕事と生活の調和）の実現のためには、子育てや介護等に関す

るサービスなど制度面での整備に加え、働き方や生活様式についての意識の改革を進める

ことが必要です。 

関係機関等への働きかけなどを通じて子育てや介護等の制度面での拡充を図るとともに、

一人ひとりが旧来の考え方を取り除き、家庭や仕事、地域社会において自らのライフスタ

イルに応じた多様な働き方や生活様式を選択することができるよう、意識の改革をめざし

た啓発に努めます。 

 

(２)あらゆる分野への女性の参画の拡大 

就労の場等に関する法律上の整備は進められているものの、固定的役割分担意識、固定観

念等もあり、あらゆる分野で女性が男性と同様に活躍するまでには至っていないのが現状

です。 

あらゆる分野での女性の参画機会の拡大や、継続して参画できる安定した環境づくり、
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ハラスメントのない安心して参画できる環境づくりをめざし、関係機関等と連携した啓発

活動や情報収集・情報提供、関係機関等に対する働きかけに努めます。 

 

(３)政策・方針決定の場への女性の登用の推進 

あらゆる分野での政策や方針決定過程への女性の参画が進むよう、女性の人材育成や能

力ある女性の活用、管理職への登用、審議会等に女性委員を増やすための選考方法の見直

し等、女性の参画機会の拡大の促進に努めます。 

また、各種地域団体や事業所等との連携や働きかけを通じて、働く場や地域活動などの

分野での女性の参画の拡大に取り組み、活躍機会の拡大をめざします。 

豊能町においても、町民の男女共同参画意識の高揚をめざして、人事担当部局等と連携

し、固定化した男女の役割にしばられない職場づくりをめざします。 

 

基本目標２ 働く場の男女平等と仕事と生活の調和の実現 【女性活躍推進計画】 

基本 

方針 
施策の方向 主な施策の内容 主な担当課 

（
１
）
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
（
仕
事
と
生
活
の
調
和
）
や 

 
 

 

多
様
な
働
き
方
・
生
活
様
式
の
推
進 

①家庭における

固定的役割分担

意識の改革につ

いての啓発 

○男女平等や固定的な性別役割分担意識につ

いての理解のための研修や講演 

○家事や育児等、家庭における男女共同責任に

関する研修や講演の実施、情報提供の推進 

○啓発冊子などを活用した男女共同参画の理

解のための周知・啓発 

 

住民人権課 

②男性による家

事、育児、介護

への参画推進 

○男性による家事や育児、介護等の参画促進に

向けた制度整備（働きかけ） 

○家事や育児等、家庭における男女共同責任に

ついての研修や講演の実施、情報提供の推進 

○啓発冊子などを活用した男女共同参画の理

解のための周知・啓発 

 

住民人権課 

③仕事と家庭生

活の両立の支援

に向けたサービ

スの充実 

○子育てや介護に関するサービスの拡充と利

用の促進のための制度整備（働きかけ） 

○時間外保育や一時保育、病児保育など、仕事

と家庭の両立を支えるサービスの拡充 

住民人権課 

健康増進課 

保険課 

こども育成課 
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○労働時間や報酬の改善、新しい生活様式を踏

まえた多様な働き方導入に向けた事業者への

啓発 

○育児サークルや子育て支援に関する講座の

実施など、子育てに関する情報共有の場の拡充 

○子育てに関する相談体制の確保・周知 

 

農林商工課 

④適材適所の働

き続けやすい環

境の整備、周囲

の理解・協力に

ついての啓発 

○新しい生活様式を踏まえた多様な働き方の

導入や男女平等の就労環境の整備に向けた事

業者への啓発 

○労働時間や報酬の改善に向けた啓発 

○商工会等の関係機関との連携による町内事

業所に対する啓発 

○労働に関する情報の収集・提供等による啓発 

 

住民人権課 

農林商工課 

⑤地域活動など

への女性の参画

の推進や活動の

支援 

○女性団体グループについての活動情報の収

集・提供や支援 

○ＮＰＯやボランティア活動、自治会活動、文

化・スポーツ活動等、各種活動における男女共

同参画の意識の促進・啓発、支援 

○各種グループ間の交流の促進 

○行事開催時における保育ボランティア配置

や保育室の設置、親子参加型での実施等、子育

て中の女性にも参加しやすい環境の整備 

○地域で互いに支え合う意識づくりの啓発 

 

住民人権課 

福祉課 

生涯学習課 

総務課 

秘書人事課 
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（
２
）
あ
ら
ゆ
る
分
野
へ
の
女
性
の
参
画
の
拡
大 

①雇用の場にお

ける男女平等の

推進 

○男女平等の就労環境の整備に向けた事業者

への啓発 

○労働時間や報酬の改善に向けた啓発 

 

住民人権課 

農林商工課 

 

②女性の就労機

会の拡大に向け

た支援 

○技術習得や資格取得につながる講座等に関

する情報の収集・提供 

○関係機関との連携による雇用に関する情報

の収集・提供 

 

住民人権課 

農林商工課 

 

③女性が働きや

すい環境の整備 

○就労の場におけるセクシュアル・ハラスメン

トの防止に関する啓発 

○セクシュアル・ハラスメントに関する相談体

制の周知 

 

住民人権課 

秘書人事課 

④農林業や商工

業などの自営業

に従事する女性

への支援 

○農林業や商工業など、自営業に従事する女性

への支援策についての情報の収集・提供 

○労働時間や報酬等の明文化の働きかけ 

 

住民人権課 

農林商工課 

（
３
）
政
策
・
方
針
決
定
の
場
へ
の 

 
 

 

女
性
の
登
用
の
推
進 

①町における管

理職への女性の

登用の推進 

○政策方針決定の場への女性職員の参画推進 

○管理職に必要な知識・技能が醸成される研修

の充実 

 

秘書人事課 

②各種審議会等

への女性委員参

画の推進 

○30％を目標に審議会等の女性委員の就任の

推進 

 

住民人権課 

関係各課 

③各種団体や事

業所に対する女

性の登用につい

ての啓発 

○各種団体や事業所に対しての、意思決定の場

への女性の参画に関する啓発 

○研修や教育の場への女性の参加の促進 

 

住民人権課 

秘書人事課 

義務教育課 
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基本目標３ すべての人が安心して暮らせる環境の整備 

 

現状と課題 

社会情勢の変化や、新型コロナウイルス感染症、大規模な災害の影響等により、生活を

する上で様々な困難を抱える人は増加しています。特に高齢者や障害者、ひとり親世帯や

外国人等は厳しい状況に置かれることが多く、さらに女性であることでより困難な状況に

置かれる場合もあります。 

男女共同参画社会を実現するためには、性別に関わらず、すべての人が自らの意思に基

づいて個性と能力を発揮でき、困難な状況に置かれた場合には包括的に支援を受けられる

環境・体制をつくっていくことが必要です。 

このような状況を踏まえ、すべての人が自らの生き方を選択して生活することができる

よう、その人の力を引き出し高めること、エンパワーメントへの支援に取り組みます。ま

た、困難を抱える人への切れ目のない包括的な支援にも努め、すべての人が安心して暮ら

せる環境の整備をめざします。 

 

施策の方向と概要 

(１)エンパワーメントへの支援 

性別や年齢、国籍、人種、障害の有無に関わらず、すべての人が自らの生き方を選択・

自己決定して生活することができるよう、その人の力を引き出し高めること、いわゆるエ

ンパワーメントのための支援に努めます。 

就労や学習の機会の確保に関する支援・啓発による生きていくための力の向上や、健康

づくりや様々な社会参加の機会の確保による生きがいづくりの支援等、すべての人が自立

して生きていくための支援に努めます。 

 

(２)様々な困難を抱える人への支援 

高齢者や障害者・障害児、ひとり親世帯、外国人等をはじめとする生活上の困難に直面

し生きづらさを抱えている人が地域の中で安心して生活していくことができるよう、支援

体制の確保に努めます。 

関係機関等と連携し、様々なサービスや制度についての情報の収集や提供、周知・啓発、

すべての人の状況に応じた一人ひとりに寄り添った支援ができる連携体制の整備・強化に

向けて取り組みます。 
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(３)すべての人への生涯を通じた健康支援 

人が生活していく上で、健康を保持・増進することは重要です。また、女性には妊娠や

出産の可能性もあり、特有の心身の健康問題もあります。 

すべての人が性別に関わりなく生涯を通じていきいきと心身ともに健康に暮らすことが

できるよう、関係機関等と連携して情報の収集や啓発に努め、一人ひとりのライフステー

ジごとの課題に応じた支援ができる体制の確保をめざします。 

また、健康診査やがん検診、介護予防や健康づくりにつながる事業や講座などに関する

周知・啓発や、仕事と生活の調和した働き方に関する啓発など、一人ひとりの意識改革に

よる健康の保持・増進に向けて取り組みます。 

 

基本目標３ すべての人が安心して暮らせる環境の整備 

基本 

方針 
施策の方向 主な施策の内容 主な担当課 

（
１
）
エ
ン
パ
ワ
ー
メ
ン
ト
へ
の
支
援 

①就労に必要な

能力の習得、人

材の育成の支援 

○技術習得や資格取得等につながる労働講座

や職業訓練事業などの情報の収集・提供 

○関係機関との連携による雇用に関する情報

の収集・提供 

○商工会等の関係機関との連携による町内事

業所に対する啓発 

 

農林商工課 

住民人権課 

 

②こども・若者

の生きる力を育

むための支援 

○発達段階に応じた、生涯学習施設等を活用し

た学習機会の提供やスポーツ活動、その他レク

リェーションの実施 

 

生涯学習課 

住民人権課 

③高齢者の生き

がいの支援 

○高齢者の学習機会や健康教育の充実 

○老人クラブ活動の支援 

○軽スポーツの普及・促進 

○介護予防施策の推進 

 

健康増進課 

生涯学習課 

④すべての人の

社会参加、学習

の機会の確保 

○図書館や公民館を活用した講座・講演会の実

施、資料の収集・提供 

○各種講座等の講師やギャラリーの出展者と

しての参加機会の提供 

生涯学習課 

住民人権課 
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○生涯学習施設を活用したスポーツ活動やそ

の他レクリェーションの実施 

 

（
２
）
様
々
な
困
難
を
抱
え
る
人
へ
の
支
援 

①高齢者、障害

者・障害児、外

国人等が安心し

て暮らせる環境

の整備 

○独居や夫婦のみの高齢者世帯への支援 

○高齢者や障害者の権利の擁護に関する支援 

○年金制度等公的な制度についての周知・啓発 

○健康相談など各種相談機能の充実 

○関係機関との連携によるセーフティネット

の拡充 

○対面朗読や点字資料の拡充、多言語による情

報提供などの環境の確保 

○公共施設や住宅のバリアフリー化の推進等

による地域における生活の支援 

 

健康増進課 

福祉課 

保険課 

生涯学習課 

住民人権課 

 

②生活上の困難

を抱える人への

支援 

○手当の給付や医療費の助成などによる支援 

○関係機関が実施する支援策についての情報

の収集・提供 

○関係機関との連携によるセーフティネット

の拡充 

 

保険課 

福祉課 

住民人権課 

③関係機関との

連携強化による

相談・支援体制

の拡充 

○関係機関が保有する相談支援体制について

の情報の収集・提供、啓発 

○社会福祉協議会等関係機関との連携強化に

よる支援体制の確保 

 

住民人権課 

関係各課 
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（
３
）
す
べ
て
の
人
へ
の
生
涯
を
通
じ
た
健
康
支
援 

①保健・福祉サ

ービスの充実等

によるライフス

タイルや性別に

応じた健康づく

り支援 

○乳がん検診・子宮がん検診等の受診機会の拡

大 

○健康診査や各種がん検診の受診機会の拡大 

○骨粗しょう症予防や栄養指導等の健康づく

りに関する事業の充実や意識の啓発 

○乳幼児健診や妊婦健診等の母子保健事業の

充実 

○介護予防に関する事業の実施や意識の啓発 

○介護者サークル活動や新たな民間活力に対

する支援、ネットワーク体制の確保 

 

健康増進課 

 

②性の尊重と女

性の性保護につ

いての啓発 

○関係機関との連携による女性特有の心身の

健康問題に関する相談支援体制の確保 

○性に関する正しい知識の啓発、情報の収集と

提供 

 

住民人権課 

健康増進課 

 

③仕事と家庭の

両立による健康

保持増進 

○働き方の改革による健康の保持、増進に向け

た活動等への参加促進、意識啓発 

 

住民人権課 

関係各課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



42 
 

基本目標４ あらゆる暴力の根絶 

 

現状と課題 

 配偶者等からの暴力（ドメスティックバイオレンス、ＤＶ）や性暴力・性犯罪は、その

多くが生命、身体の安全に重大な危害を及ぼすおそれが高い深刻な社会問題であり、決し

て許されるものではない個人の尊厳を傷つける人権侵害です。 

 市町村は、配偶者暴力防止法に基づき、都道府県基本計画を勘案してＤＶに関する被害

者保護のための施策の実施に関する基本的な計画を定めるよう努めることとされています。

基本目標４のうち、基本方針（１）および（２）をこの計画に位置付け、配偶者等からの

暴力に対する救済や支援、暴力の根絶のための啓発推進や体制の整備に努めます。 

 性暴力・性犯罪についてもＤＶと同様に著しい人権侵害です。相談をためらう、あるい

はどこに相談すれば良いのかわからないといった被害者が多いことも問題です。被害の根

絶に向けた啓発活動や相談・支援体制の周知・啓発にも取り組んでいきます。 

 

施策の方向と概要 

(１)ＤＶ被害の予防に向けた取組み 【ＤＶ対策基本計画】 

誰もがＤＶの被害者や加害者になる可能性を持っています。また、ＤＶ被害を受けなが

ら、ＤＶと認識していない被害者や相談をためらう被害者、どこに相談すれば良いのかわ

からないといった被害者も多く、被害が深刻化、潜在化しやすい傾向があります。ＤＶに

関する正しい知識の啓発を進めるとともに、関係機関等との連携による身近なＤＶ被害者

の早期発見・早期解決等、ＤＶの根絶に向けて取り組みます。また、デートＤＶなど若年

層にも起こり得る問題に関する啓発にも取り組み、将来の新たなＤＶ被害発生の防止を図

ります。 

 

(２)相談・支援体制の充実 【ＤＶ対策基本計画】 

ＤＶ問題を深刻化させる要因として、被害者が友人や知人には相談しているものの専門

機関への相談という行動になかなか踏み出せないことが考えられます。また意識調査によ

ると、相談窓口を知らないという回答もあり、相談窓口が周知されていないことも問題で

す。 

個々の事情はさまざまですが、まずは被害者の早期発見、安全確保、その後の支援が重

要です。関係機関等と連携し、被害者支援のネットワークの構築や相談を受ける体制の整
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備等、早期発見から支援に円滑につなぐことができる体制の確保に向けて取り組みます。 

 

(３)あらゆる性暴力への対策推進 

意識調査によると、性暴力・性犯罪に関しても、被害者が友人や知人には相談している

ものの、どこ（誰）にも相談しなかったという回答が多く、被害が潜在化していることが

考えられます。ＤＶの場合と同様に、専門機関への相談にもなかなか踏み出せないことが

考えられます。 

公的な相談機関や民間の支援団体も徐々に増えていますが、相談窓口を知らないという

回答も多かったことから、相談・支援体制についての周知・啓発を強化していくことが重

要な課題です。 

また、就労の場におけるセクシャルハラスメントについては、男女間での認識の違いが

要因となることもあり、意識改革に向けた啓発が必要です。 

 

基本目標４ あらゆる暴力の根絶 【基本方針(１)(２)＝ＤＶ対策基本計画】 

基本 
方針 

施策の方向 主な施策の内容 主な担当課 

（
１
）
Ｄ
Ｖ
被
害
の
予
防
に
向
け
た
取
組
み 

①多様な媒体を

活用した啓発 

○広報紙やホームページ、各種資料提供コーナ

ーの配置等、多様な媒体を活用した周知・啓発 

 

住民人権課 

秘書人事課 

生涯学習課 

②ＤＶ防止に関

する講座や講演

会の開催 

○専門家や専門機関による研修や講演の実施 

 

 

住民人権課 

③デートＤＶな

ど若年層にも起

こり得る問題に

ついての啓発の

拡充 

○学校や関係機関と連携した資料配布などに

よる若年層向けの啓発 

○若年層にもＤＶに関する問題が起こり得る

ことを踏まえた教職員を対象とする研修や啓

発の実施 

 

住民人権課 

義務教育課 

 

④児童虐待や高

齢者虐待などＤ

Ｖと密接に関連

する分野との連

携 

○ＤＶに関する情報を把握し得る各担当部局

や関係機関との連携強化 

○支援策に関しての各関係機関等との情報共

有、情報の提供 

 

住民人権課 

福祉課 

健康増進課 

関係各課 
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（
２
）
相
談
・
支
援
体
制
の
充
実 

①ＤＶ被害者の

早期発見に向け

た支援 

○ＤＶに関する情報を把握し得る各担当部局

や関係機関との連携強化による早期発見 

○支援策に関しての各関係機関等との情報共

有、情報の提供 

 

住民人権課 

福祉課 

健康増進課 

関係各課 

②ＤＶ被害者に

対する相談機能

の整備・充実、

相談体制の周知 

○既存のＤＶに関する相談窓口に関する情報

の収集・提供、周知（男性からの相談に対応す

る窓口の周知を含む） 

○初期の相談から支援につながるまでの具体

的な流れについての周知 

○現行の生活・人権相談（女性問題含む）や人

権擁護委員による人権相談の充実 

○新たなＤＶ相談窓口の整備や拡充、相談員や

関係職員の資質向上や心理的ケアの充実 

 

住民人権課 

 

③関係機関との

連携によるＤＶ

被害者の安全確

保や自立支援体

制の整備 

○被害者支援に向けた関係機関との連携によ

るネットワーク体制の強化 

 

住民人権課 

関係各機関 

 

④職員研修の充

実や専門職員の

配置 

○新たなＤＶ相談窓口の整備や拡充、相談員や

関係職員の資質向上や心理的ケアの充実 

○ＤＶ問題への無理解による「二次被害」の防

止を図るための行政窓口職員への啓発 

○関係機関との密接な連絡調整や被害者の保

護、自立支援を図るための専任のケースワーカ

ー等の専門職員の配置 

 

住民人権課 

秘書人事課 
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（
３
）
あ
ら
ゆ
る
性
暴
力
へ
の
対
策
推
進 

①セクシャルハ

ラスメントに対

する意識改革に

向けた啓発 

○広報紙やホームページ、各種資料提供コーナ

ーの配置等、多様な媒体を活用した周知・啓発

○専門家や専門機関による研修や講演の実施 

 

住民人権課 

秘書人事課 

②雇用形態や就

労環境など、あ

らゆる面でのハ

ラスメント防止

に向けた啓発 

○就労の場におけるセクシュアル・ハラスメン

トの防止に関する啓発 

 

住民人権課 

農林商工課 

③性暴力・性犯

罪に対する相談

機能の整備・充

実、相談体制の

周知 

○既存の相談窓口に関する情報の収集・提供、

周知 

○現行の生活・人権相談（女性問題含む）や人

権擁護委員による人権相談の充実 

○新たな相談窓口の整備や拡充、相談員や関係

職員の資質向上や心理的ケアの充実 

 

住民人権課 

④関係機関との

連携による支援

体制の整備 

○被害者支援に向けた関係機関との連携によ

るネットワーク体制の強化 

○女性相談センターや警察等の関係機関との

連携による被害者の個人情報保護や安全確保

の推進 

○就労相談や法律相談等の活用による被害者

の自立の向けての支援 

 

住民人権課 

関係各機関 
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連携 

連携 

相談 連携 

保
護
命
令
発
令 

相談 

相談 

連携 

参考資料 

人権に関する主な相談機関一覧 

 機関等の名称 電話番号 

ＤＶ 

ＤＶ相談ナビ ＃8008 

大阪府女性相談センター（配偶者暴力相談支援センター） 06-6949-6022 

大阪府池田子ども家庭センター 072-751-2858 

性犯罪、

性暴力 

性犯罪被害 110 番（大阪府警察相談窓口） 
＃8103 

0120-548-110 

ストーカー110 番（大阪府警察相談窓口） 06-6937-2110 

列車内ちかん被害相談（大阪府警察相談窓口） 06-6885-1234 

性暴力救援センター・大阪ＳＡＣＨＩＣＯ 
＃8891 

072-330-0799 

職場にお

けるハラ

スメント 

大阪労働局 総合労働相談コーナー 0120-939-009 

大阪府労働相談センター 06-6946-2601 

働く女性の人権センターいこ☆る 06-6948-6300 

女性の 

生活全般 

大阪府立男女共同参画・青少年センター（ドーンセンター） 06-6937-7800 

大阪弁護士会 女性のための法律相談 06-6364-1248 

人権全般

に関する

相談窓口 

大阪法務局「みんなの人権 110 番」 0570-003-110 

大阪法務局「女性の人権ホットライン」 0570-070-810 

大阪法務局「こどもの人権 110 番」 0120-007-110 

一般財団法人 大阪府人権協会 06-6581-8634 

大阪弁護士会 総合法律相談センター 06-6364-1248 

豊能町 人権擁護委員による人権相談 072-739-3402 

豊能町 生活・人権相談（女性相談を含む） 072-743-3964 

令和６年３月現在 

 

（DV 相談から支援につながる流れ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被
害
者 

配偶者暴力 

相談支援センター 

警察 

市町村 

加
害
者 

地
方
裁
判
所 保

護
命
令
申
立 
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用語解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後記載 
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豊能町人権尊重のまちづくり条例 
 

平成９年 12月 25 日条例第 25 号 

（目的） 

第１条 この条例は、国際的な人権尊重の潮流を踏まえ、「国民は、すべての基本的人権

の享有を妨げられず、法の下に平等である」ことを定める日本国憲法及び「すべての人

間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である」こと

を定める世界人権宣言を基本理念として、部落差別や女性、障害者、在日外国人、高齢

者、子どもなど、あらゆる差別をなくし人権意識の高揚を図り、すべての町民の基本的

人権が尊重される差別のない明るく住みよいまちの実現に寄与することを目的とする。 

（町の責務） 

第２条 町は、前条の目的を達成するため、必要な施策を積極的に推進するとともに、町

民の自主性を尊重し、人権意識の高揚に努めるものとする。 

（町民の責務） 

第３条 すべての町民は、相互に基本的人権を尊重し、人権擁護に関する施策に協力する

よう努めるものとする。 

（施策の推進） 

第４条 町は、人権擁護の諸施策を総合的かつ計画的に推進するよう努めるものとする。 

（啓発活動の充実） 

第５条 町は、町民の人権意識の高揚を図るため、啓発媒体の活用、人権関係団体等との

協力及び指導者の育成強化など、啓発事業の取り組みと組織の充実に努め、あらゆる差

別を許さない世論の形成や人権擁護の社会的環境の醸成を促進するものとする。 

（意識調査等の実施） 

第６条 町は、前２条の施策の策定及び推進に反映させるため、必要に応じ、意識調査等

を行うものとする。 

（推進体制の充実） 

第７条 町は、あらゆる差別をなくす施策を効果的に推進するため、国及び大阪府並びに

人権関係団体等との連携を図り、推進体制の充実に努めるものとする。 

（審議会） 

第８条 町は、第６条の調査その他人権擁護に関する重要事項を調査審議する機関として、

豊能町人権問題審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会の運営に関する事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成 10 年１月１日から施行する。ただし、第８条の規定は、平成 11 年

４月１日から施行する。 

 

 

 

javascript:void(0);
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豊能町人権問題審議会規則 
 

平成 12 年５月 24 日規則第 18 号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、豊能町人権尊重のまちづくり条例（平成９年豊能町条例第 25 号）

第８条第２項の規定に基づき、豊能町人権問題審議会（以下「審議会」という。）の組

織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員 10 人以内で組織する。 

２ 委員は、学識経験を有する者のうちから町長が任命する。 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 審議会の会議は、委員の２分の１以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

（庶務） 

第６条 審議会の庶務は、住民部住民人権課において行う。 

（委任） 

第７条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（豊能町同和対策審議会規則の廃止） 

２ 豊能町同和対策審議会規則（昭和 44 年豊能町規則第３号）は、廃止する。 

附 則（平成 16 年６月 28 日規則第 15 号） 

この規則は、平成 16 年７月１日から施行する。 

附 則（平成 21 年９月 30 日規則第 17 号） 

この規則は、平成 21年 10 月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月９日規則第 10号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

javascript:void(0);
javascript:void(0);
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豊能町男女共同参画社会推進本部設置要綱 

 

（設置） 

第１条  本町における男女共同参画社会を総合的かつ効果的に推進するため 

豊能町男女共同参画社会推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条  推進本部は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 男女共同参画社会の実現にむけた総合的な計画策定に関すること。 

（２） 男女共同参画社会を総合的かつ効果的に推進するための調整に関すること。 

（３） 前２号に定めるもののほか、前条の目的を達成するために必要な事項。 

（組織） 

第３条  推進本部は、別表（1）に掲げる職にある者をもって組織する。 

 ２ 本部長は町長の職にあるものとする。 

３ 副本部長は副町長・教育長の職にあるものとする。 

 ４ 本部長は、必要があると認めるときは、本部員を追加することができる。 

（職務） 

第４条  本部長は、推進本部の事務を総括する。 

 ２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長が不在のときはあらかじめ本部長が指名する

副本部長がその職務を代理する。 

 ３ 本部長は、必要があると認めたときは、学識経験ある者に対し本部会議に出席を認

め、その意見を聴くことができる。 

（会議） 

第５条  推進本部の会議は、必要に応じ本部長が招集し、本部長が議長になる。 

 ２ 本部長は、必要があると認めるときは関係職員に対し、資料の提出説明等を求める

ことができる。 

（幹事会） 

第６条  推進本部の円滑な運営に資するため、幹事会を置く。 

 ２ 幹事は、別表（2）に掲げる職にある者及び本部長が指名する職員をもって充てる。 

３ 幹事会は、次に掲げる事項を処理する。 

（１） 男女共同参画社会の推進にかかる調査研究に関すること。 

（２） 男女共同参画社会の推進にかかる協議及び調整に関すること。 

（３） その他推進本部から付議された事項の処理に関すること。 

４ 幹事会の会長は、住民人権課長をもって充てる。 

５ 幹事会は、必要に応じて会長が召集し、その議長となる。 

（庶務） 

第７条 推進本部及び幹事会の庶務は、住民人権課が行う。 

（雑則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営等について必要な事 
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は、本部長が定める。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年１月２４日から施行する。 

（豊能町女性政策推進本部設置要綱の廃止） 

２ 豊能町女性政策推進本部設置要綱（平成８年６月１７日）は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年７月１０日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和●年●月●日から施行する。 

 

別表（1）           別表（2） 

町長  議会事務局 主幹 

副町長  吉川支所 支所長 

教育長  出納室 室長 

政策監  秘書人事課 課長 

議会事務局長  総務課 課長 

総務部長  行財政課 課長 

保健福祉部長  まちづくり創造課 課長 

都市建設部長  保険課 課長 

こども未来部長  福祉課 課長 

  健康増進課 課長 

  税務課 課長 

  住民人権課 課長 

  環境課 課長 

  建設課 課長 

  都市計画課 課長 

  農林商工課 課長 

  教育委員会  

  教育総務課 課長 

  義務教育課 課長 

  こども育成課 課長 

  生涯学習課 課長 
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第３次豊能町男女共同参画プラン策定の経過 

年度 年月日 内容 

2022年度 

令和４年度 

令和４年10月31日 

令和４年度第１回豊能町人権問題審議会 

・第３次豊能町男女共同参画プランの方向性について 

・男女共同参画社会に関する意識調査について 

令和４年 11月～ 

12月  

 

住民意識調査の実施 

 

令和５年２月 27日 

令和４年度第２回豊能町人権問題審議会 

・意識調査の実施結果について 

・現状と今後の課題等について 

2023年度 

令和５年度 

令和５年７月 26日 

令和５年度第１回豊能町人権問題審議会 

・ 

 

令和●年●月●日 

令和５年度第２回豊能町人権問題審議会 

・ 

・ 

令和●年●月●日 

令和５年度第３回豊能町人権問題審議会 

・ 

・ 

令和●年●月●日 

～●月●日  

 

パブリックコメント実施 

 

 令和●年●月●日 

令和５年度第４回豊能町人権問題審議会 

・ 

・ 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



53 
 

豊能町人権問題審議会委員 

氏名 所属及び役職等 任期 

◎ 有澤 知子 大阪学院大学 法学部 教授 
令和４年10月31日～ 

令和６年３月 31 日 

○ 木田 正裕 人権擁護委員 
令和４年10月31日～ 

令和６年 10月 30 日 

上野 智子 人権擁護委員 
令和４年10月31日～ 

令和６年 10月 30 日 

長越 利秋 豊能町民生委員児童委員協議会 会長 
令和４年10月31日～ 

令和６年 10月 30 日 

新倉 英俊 豊能町人権まちづくり協会 会長 
令和４年10月31日～ 

令和６年 10月 30 日 

丸尾 裕美子 
特定非営利活動法人ゆるりん 理事長 

元 豊能町総合まちづくり計画審議会委員 

令和４年10月31日～ 

令和６年 10月 30 日 

相澤 由依 
一般社団法人とよのていねい まちづくりファシリテーター 

元 豊能町総合まちづくり計画審議会委員 

令和４年10月31日～ 

令和６年 10月 30 日 

川村 哲也 豊能町副町長 
令和４年10月31日～ 

令和５年３月 31 日 

◎会長 ○副会長 

所属及び役職等は委嘱日（令和４年 10 月 31 日）時点のものです。 
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